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地方創生に関する決議 

 

 

急速に進む人口減少と超高齢化の進行に的確に対応し、それぞれの地

域で住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある社会を維持してい

くため、平成２６年に「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、国と

地方がそれぞれ第１期「総合戦略」を策定して、少子高齢化対策や東京

圏一極集中の是正などに取り組んできたところです。 

しかしながら、依然として人口減少に歯止めがかかっておらず、人口

移動についても東京圏への転入超過が続いており、全体として十分な成

果はあがっておりません。もとより、短期間に改善されるような課題で

はなく、引き続き、将来を見通しつつ、粘り強く取り組んでいく必要が

あります。 

このため、第２期「総合戦略」における地方創生の取組を進めるに当

たっては、新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえつつ、地方へのひ

と・資金の流れの強化や新しい時代の流れを力にするなど新たな視点に

重点を置いた施策を進めていかなければなりません。 

ついては、北海道市長会として、次の事項について決議し、その対応

に万全を期するよう強く要請します。 

 

記 

 

Ⅰ 地方創生の基本政策に関わる事項 

 １ 地方創生の総合的な推進について 

  (1) 人々が安心して暮らし、将来にわたって活力ある地域社会を維

持していくためには、医療・福祉・しごと・住宅・教育などの

生活環境が整い、それを支える社会インフラが整備されている

ことが不可欠であり、とりわけ、北海道においては、地域住民

の生活の維持に公共交通ネットワークの確保が重要となること

から、国はそのための総合的な政策を推進すること。 
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  (2) 大規模災害の発生や感染症の感染拡大などが産業に与えるリス

クや国民生活に与える影響を踏まえ、企業の国内外における管

理・生産拠点等を積極的に地方へ分散化するなど、多極分散型

国土の形成を推進することにより、地域の活性化を図り、地方

創生のより一層の推進を図ること。 

 

 ２ 少子高齢化社会への対応について、総合的な政策を推進すること。 

  (1) 安心して子どもを産み育てられるよう、保育士不足解消など子

育て支援体制の整備を進めるとともに、子育て世帯に対して、

保育や教育、医療をはじめとした経済的な支援策の拡充を図る

こと。 

  (2) 長時間労働など従来の働き方を見直し、性別に関わりなく育

児・介護休業を取得しやすい環境を整備するとともに、育児・

介護休業を取得した者に経済的ハンディが生じることなく、キ

ャリアを維持できるよう、労働政策の抜本的な改革を進めるこ

と。 

  (3) 高齢者が地域で安心して暮らし続けられるよう、介護や年金等

について持続可能な制度にするとともに、各地域において一定

水準の医療サービスを享受することができる医療体制を確立す

ること。 

 

 ３ 東京圏一極集中の是正について 

  (1) 東京圏を中心とした社会経済構造を抜本的に見直し、本社機能

を地方へ移転する場合の優遇税制を拡充するなど、東京圏から

地方への人や資金の流れを加速するための施策や、企業の受け

皿となる地方拠点を強化する総合的な対策を講じること。 

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響があり、地方への移住に関

する国民の意識がより高まりつつあることから、企業等がテレ

ワークやワーケーションといったリモートワークを行うことが

できる環境整備を図り、地方における雇用機会の創出や移住・
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定住、二地域居住等を促進する取組を一過性のものとして終わ

らせず、より一層推進すること。 

  (3) 政府機関の地方移転については、ごく一部の機関や機能の移転

にとどまっており、抜本的な見直しが必要である。改めて実効

性のある方策を構築し、国際的あるいは国家的観点から必要不

可欠なもの以外は、地方への移転を促進すること。 

 

 ４ 技術革新への対応について 

    ＡＩ、ＩoＴ等の先端技術については、人口減少が進む地方にお

いて、様々な分野で地域課題を解決するツールとして活用できる

可能性が高く、地方創生に大きな役割を果たすものと期待される

ことから、積極的に導入（社会実装）されるように、５Ｇ等の基

盤整備を推進するとともに、専門技術者やノウハウが不足する自

治体に対し、必要な支援を行うこと。 

 

Ⅱ 地方創生の事業実施に関わる事項 

 １ 国・地方の連携について 

   無駄を排し、事業効果を一層高めるため、国と地方の連携が一層

強化されるように、事業の進め方を見直すこと。 

  (1) 類似、重複した政策を整理・統合するほか、省庁の枠を超えた

課題やニーズに対応するため、省庁間を調整・コーディネート

する専門人材の配置や、地方からの質問、相談に一括して対応

できるワンストップ窓口の設置など、縦割行政を徹底して排除

し、地方にとって簡素で合理的な制度や事業の実施方法となる

よう、省庁の連携、横断的取組を進めること。 

 

 ２ 地方に対する財政等の支援について 

    (1) 各年度の地方財政計画には、地方創生に係る歳出を確実に計上

し、十分な財源を確保すること。 

    また、「地方創生推進交付金」を長期的に継続するとともに、
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特に地方創生への波及効果が高いと認められる事業については、

起債充当率の引上げや財政措置の拡充を図ること。 

  (2) 地方創生推進交付金について 

      ① 地方の意見等を踏まえ、そのあり方を抜本的に見直し、事業

の円滑な実施を図ること。 

   ② 地方の主体性や創意工夫を最大限尊重することを基本に、更

に自由度の高い交付金制度とすること。 

   ③ 基金への積立てや年度間の流用など、複数年度にわたる継続

した事業を実施できる仕組みを導入すること。 

   ④ 施策効果の検証に当たっては、地方がおかれた環境や条件が

大きく異なることから、全国一律の基準ではなく、地域の実

情を十分に考慮した適切な指標によること。 

  (3) 地方に対して、地方創生推進交付金等の財政支援のほか、地域

分析等に役立つ分かりやすい情報支援や国家公務員等の派遣な

どの人的支援を継続し、一層の充実を図ること。 

 

 ３ 事務・事業の抜本的な見直しについて 

   近年、法律等に基づく各種の計画づくりの増加や業務の複雑化・

高度化により、自治体職員の負担が一層増していることを踏まえ、

計画策定や事務手続き等について、国の関与をできるだけ減らし、

地方の自由度を更に高めることにより、地方の負担軽減が図られる

よう、抜本的な見直しを行うこと。 

 

以上、決議する。 

 

令和３年１０月２０日 

 

北 海 道 市 長 会 
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